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児童虐待における法的課題 
─諸外国の比較をふまえて─
古 橋 エ ツ 子
Ⅰ　はじめに─児童虐待の現状─
　全国の児童相談所が対応した児童虐待件数は，2009（平成21）年度の速報値
で44,210件と過去最多となっている（図表 1 参照）。児童虐待の相談対応件数は
過去20年間で約40倍となり，「児童虐待の防止等に関する法律」（以下，児童虐
待防止法）が施行された2000（平成12）年度から急速に増加している。児童虐待
が年々増えている背景には，児童虐待防止法の施行とともに虐待への関心が高
まり，相談や通報などの増加による虐待発見も増加していることにある。
　一方，児童虐待による死亡事例では，2008（平成20）年度は，①未遂を含む
心中，②心中以外の死亡事例合計が107件128人と前年度より増えていた。心中
以外の死亡事例67人のうち， 0 歳児は39人と全体の58.2％を占めている。しか
も，36人の 0 歳児のうち26人が 0 カ月児と集中しており，その 0 カ月児のうち
生まれた日である日齢 0 日の子どもが16人であった。
　ところで，最近問題となっている駆け込み出産例に見られるように，何らか
の事情により医療機関で妊娠中に受診をせず出産という事例が増えている。児
童虐待死の事例内容（複数回答）からみると，もっとも多い「望まない妊娠」
は31.3％で，そのうち日齢 0 日児が68.6％，同じく「妊婦検診未受診」が
31.3％と多く，そのうち日齢 0 日児は75.0％，次いで「母子健康手帳の未発
行」は29.9％だが，日齢 0 日児はもっとも高い81.3％である。
　また，心中以外で主な虐待の種類では，身体的虐待が65.7％，ネグレクトが
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17.9％と身体的虐待が最も多い傾向は前回調査と変わらなかった。児童虐待の
主たる加害者の第 1 位は実母の53.7％，第 2 位が実父の14.9％，第 3 位は実父
母の7.5％である。家族の経済状態で一番多かったのは，「市町村民税非課税世
帯」の35.0％であった。また，彼らの心理的・精神的問題（複数回答）では，実
母の場合は「育児不安」が25.4％と一番多く，「養育能力の低さ」が15.9％と続
いている。実父の場合は「攻撃性」が20.6％，「衝動性」と「怒りのコント
ロール不全」がそれぞれ17.6％となっている。
　したがって，子どもへの直接的な虐待・暴力，ネグレクトなどの行為につな
がる要因の背景にある，家族の経済状態，両親の心理状態，精神疾患やＤＶな
どの問題，子どもの発育の遅れなどへの対応が求められる。それとともに，子
どもへの加害動機である「子どもの存在の拒否・否定」という望まない妊娠へ
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年　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
平成21年度
（速報値）
件　数 23,738 26,569 33,408 34,472 37,323 40,639 42,664 44,210
対前年比 102.0% 111.9％ 125.7% 103.2% 108.3% 108.9% 105.0% 103.6%
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図表 １ 　児童相談所における児童虐待相談対応件数の推移
児童虐待における法的課題（古橋）
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の対応も，虐待予防・リスク発見への重要な課題となる。同時に，児童福祉法
および児童虐待防止法における法的課題も明確にしなければならない。
Ⅱ　わが国の児童虐待防止および 
発見・通報における法的対応の変遷
　児童虐待防止法が施行される1999年以前の児童虐待に関する法的対応は，児
童福祉に関する総合的な基本法である児童福祉法に基づいていた。同法では，
児童福祉司による相談・指導（15条の 2 ），虐待の発見者の通告義務（第25条）
が規定されていた。しかし，2004年の児童虐待防止法改正まで，虐待予防に関
する明確な規定はなかった。
　以下，児童虐待の防止および発見・通報を視点に児童福祉法および児童虐待
防止法の法的対応をみる。
　 １ 　2000年─「児童虐待防止法」の制定
　2000（平成12）年11月20日施行の児童虐待防止法には，虐待予防の規定はな
いが，学校の教職員，児童福祉施設の職員，医師，弁護士などの特定職種者に
早期発見の努力義務を課しており，わずかな前進がみられる。しかし，通告義
務の対象が，「児童虐待を受けた児童を発見した者」（第 6 条）であったため，
虐待の可能性を発見した者については法解釈に委ねられていた。
　 ２ 　2004年─「児童虐待防止法」および「児童福祉法」の一部改正
　児童虐待防止法の一部改正では，児童虐待の予防を国と自治体の責務である
ことを明示した（第 4 条）。また，虐待の早期発見者に保健師を追加している
（第 5 条）。通告義務の対象は，「虐待を受けたと思われる児童」まで含め（第
6 条），虐待を未然に防止する実体的な可能性が広げられた。
　児童福祉法の一部改正では，経済的な理由などによって子どもを養育しがた
い親に対して，市町村に児童相談業務を義務づけ（第30条 3 項），また，「要保
護児童対策地域協議会」の設置を義務づけている（第25条の 2 以下）。
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　 ３ 　2007年・2008年─「児童虐待防止法」および「児童福祉法」の一部改正
　2007年の児童虐待防止法の一部改正では，虐待を受けた児童を保護する際の
実効化に重点がおかれたが，予防的な視点からの拡充はなかった。2008年の改
正では，乳児院，児童養護施設などの長，その職員・従業者，里親もしくはそ
の同居人など，児童を一時保護委託された者への虐待防止（第33条の10）や，
行政機関への通告（第33条の12）などが規定された。また，児童虐待を行った
保護者に対する面接や通信の制限を強化し（第12条），保護者がそれに従わない
場合の措置を明文化している（第12条の 2 ）。
　児童福祉法の2008年一部改正では，「乳児家庭全戸訪問事業」，「養育支援訪
問事業」，「地域子育て拠点事業」の法定化（第 6 条の 2 ）により，リスクの高
い親の早期発見，虐待予防効果の向上が期待されている。また，2004年に法定
された「要保護児童対策地域協議会」の協議対象が，「要保護児童若しくは要
支援児童及びその保護者又は特定妊産婦」に拡大され（第25条の 2 Ⅱ項），虐待
予防への可能性が向上する。さらに，児童虐待防止法による立入り調査などの
強化がされている（第25条の 7 ）。
Ⅲ　諸外国における児童虐待に関する 
法的位置づけ・早期発見・通告義務・保護など
　わが国だけでなく，諸外国においても児童虐待に関する課題は多い。国によ
っては，児童虐待に関する防止規定などが法制化されている国，関連する法律
のなかに何らかの規定がある国，刑法・民法などの一般法のなかに特別規定を
定めている国，特別な規定がない国など多様である。
　ここでは，アイルランド，アメリカ，イギリス，オランダ，韓国，スウェー
デン，中国，ドイツ，フィンランド，フランスそして日本の11カ国を対象に，
主に児童虐待に関する法的位置づけ，早期発見，通告・通報義務，保護などに
ついて概観する（図表 2 参照）。
児童虐待における法的課題（古橋）
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　 １ 　諸外国における児童虐待の法制度・早期発見・通告義務・保護など
　児童虐待の根拠法に関しては，日本とアメリカが個別法を有している。多く
の国が18歳未満の子どもに関する福祉関連法，保護法あるいは家族法に基づい
ている。
　早期発見に関する規定は，日本，オランダ，韓国，スウェーデン，フランス
で定めており，アイルランドではガイドライン，アメリカではヘッド・スター
トプログラムなどで対応している。
　また，通告・通報義務規定は，すべての人を対象とする国と一般市民と特定
の職務関係者とで異なっている国，特定職務に従事している者など，さまざま
である。立入調査では，日本は児童委員や児童福祉関連従事者により対応，オ
ランダが警察との連携，スウェーデンが警察との連携を可能と定めている。
　虐待を受けた子どもの一時保護は，中国以外の10カ国が関連法に規定してい
る。また，保護についても中国以外の国で，児童福祉施設への入所，里親委託，
親族養育など，何らかの保護規定を有している。
　 ２ 　家族に対する支援のあり方と「通告義務」による対応の比較法的分類
　児童虐待への初期的対応としては，子どもの安全と保護が求められる。つま
り，子ども個人に対する保護が中心となるが，国によってそのあり方に異なり
がある。親を含めた家族を対象とする支援を重視することで児童虐待を防止し
ようとする国，養育者である親の権利を尊重して行政介入に慎重である国など，
そのあり方によって児童虐待の通告義務規定の有無も異なってくる。
　こうした家族支援と通告義務による対応は，以下の 3 つに分類することがで
きる。
　⑴家族支援・通告義務なし
　ドイツ・オランダでは，積極的な家族への支援と家族の自律を重視している。
一方，子どもの保護のための通告義務は定めていない。子どもの養育に対する
責任は第一義的に親にあるとして，公的介入は親の同意のある場合または司法
により親権が制限される場合に限定している。家族への支援や援助を通して親
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項目 日本 アイルランド アメリカ：連邦法 + 州法 イギリス オランダ
位置づけと特徴
位置付け 主に虐待防止法で対応 それ以外 それ以外 主に関連法で対応 主に一般法で対応
特徴 障害者虐待には個別法はない。
児童についてガ
イドラインの存
在。
女性・児童虐待
は個別法，高齢
者・障害者虐待
は個別規定で対
応
児童の保護につい
ては，児童法が主
に対応。ＤＶ関連
法は，法制度上は，
すべての類型が対
象となる可能性が
ある。
虐待・暴力の防
止に関して対象
者別の個別法は
ない。
根拠法児童
個別法の有無 ◎ ○ ◎ ○ ○
名称
〔制定年〕
児童虐待防止法
〔2001〕
児童ケア法
〔1991〕等
連邦法
CAPTA〔1974
年〕他 + 各州法
1989年児童法
〔1989〕，2004年児
童法〔2004〕が中
心
青少年ケア法
対象児童
規定の有無
○ ○ ○ ○ ○
18歳未満の者 18歳未満の者
18歳未満の者又
は各州法に規定
される者
18歳未満の者 青少年ケア法（18歳未満の者）
加害者児童
規定の有無
○ × ○ × ○
保護者 親又は養育者 青少年ケア法（両親・養育者）
虐待暴力の種類
児童
規定の有無 ○ ― ○ × ○
早期発見
児童
規定の有無
○ ― ― × ○
義務 ガイドラインに示す
ヘッド・スター
トプログラム他 青少年ケア法
通告・通報義務
児童
規定の有無
○ ― ○ × ×
義務 ガイドラインに示す 義務
立入調査
児童
規定の有無
○ × ○ ○ ○
虐待の恐れのあ
る場合実施可能
子どもの安全が
害されている相
当な理由がある
場合に可能〔ミ
シガン州〕
緊急保護命令にあ
る場合，警察保護
にある場合，重大
な害を受け，又は
受けるおそれがあ
ると疑うに足りる
理由がある場合
警察との連携に
おいて
図表 ２ 　諸外国における児童虐待への法制度上の対応など
児童虐待における法的課題（古橋）
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韓国 スウェーデン 中国 ドイツ フィンランド フランス
主に関連法で対
応
主に関連法で対
応
主に関連法で対
応
主に関連法で対
応 それ以外
主に一般法で対
応
DV 関連 2 法は
対象者を問わな
い。
一般法である社
会サービス法で
対応される場合
が多い。
障害者虐待につ
いても関連法が
ある。民事法で
ある婚姻法に刑
事的対応が規定
対象を特化した
虐待防止法・規
定の未整備
児童虐待は子ど
も保護法が対応，
女性／高齢者／
障害者虐待に関
し特別規定はな
い
法典化されてい
るので，個別法
として規定はな
い。
○ ○ ○ ○ ○ △
児童福祉法
〔2000年改正〕
青少年の保護に
関する特別規定
を 定 め る 法 律
（LVU）
未成年者保護法
〔1991〕
児童青少年援助法
民法
子ども保護法
〔2007〕
社会福祉家族法
典，公衆衛生法
典，教育法典，
民法典，刑法典，
刑事訴訟法，社
会保障法典
○ ○ ○ － ○ ○
18歳未満の者 18歳未満の者 未成年者（18歳未満の公民）
児童・14歳未満
青少年・18歳未
満（児童青少年
援助法）
原則18歳未満の者
18歳未満の者，
18歳未満から21
歳の者は合意が
あれば適用
○ ○ ○ － × －
保護者を含む成
人
家庭における虐
待
保護者（父母あ
るいは後見人）・
救護・福祉施設
職員
親もしくは第3
者（民法1666条）
○ ○ ○ ○ × －
○ × × × × ○
義務 一般的規定のみ 母子保護において
○ ○ ○ × ○ ○
義務 一般市民，職務関係者で異なる
合法的な権利の
侵害行為に対し，
告訴・告発権利
職務従事者に義
務 義務
○ ○ × × ○ ×
必要であると認
められた場合
警察との連携が
可能な場合
子ども保護を行
う必要性の判断
のための調査
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項目 日本 アイルランド アメリカ：連邦法 + 州法 イギリス オランダ
一時保護
児童
規定の有無 ○ ○ ○ ○ ○
その他特記事項
通告・通報の守
秘義務あり，児
童の保護者に対
し，出頭要求・
再出頭要求の規
定あり。
成人および子ど
もの一時的救済
（虐待行為や住
居立入り等の制
限，子どもの一
時監護）を命ず
る一方的緊急保
護命令の規定あ
り（ミズーリ州
法）。
通告・通報につい
ては，専門家等に
義務が課せられて
いるわけではない
が， 他 方 当 局
（SSD）には，調
査義務が課せられ
ている。
保護児童
規定の有無
○ ○ ○ ○ ○
入 所・ 里 親 委
託・保護受給者
委託
緊急ケア命令，
ケア命令，中間
ケア命令，監督
命令
里親養育
（foster care）・
親族養育
（kinship care）・
施設養育
（residential 
care）
ケア命令，監督命
令など（虐待禁止
命令，占有命令）
接近禁止法・青
少年ケア法（里
親委託など）
面接制限
児童
規定の有無
○ ○ ○ ○ ○
入所・一時保護
における面会，
通信制限
保護サービス局
による制限（児
童ケア法）
接近禁止命令，
面会制限，通信
制限
交流の制限，接近
禁止命令
接近禁止法によ
る制限
加害者に対する指導
児童
規定の有無
○ － ○ － ○
保護者に対する
指導・家族再統
合
カンファレンス
への家族の参加
カウンセリング
プログラム受講
命令〔ミズーリ
州〕
青少年ケア法
その他特記事項
高齢者虐待の場
合，養護者の負
担軽減のための
相談，指導及び
助言その他の措
置あり。
児童については
DV 法が適用さ
れる場合がある。
カンファレンス
への家族の参加
は，ガイドライ
ンに示される。
一般に，近親間で
の虐待については，
家族法や DV 法等
の対象となる場合
があるが，児童虐
待の場合には，児
童法による保護措
置等もある。
※各国比較のために単純化している。
※法規定の有無についてのみ比較している。ガイドライン等の規定については，表の記号表示に反映していない場合
もある。
※表の記号表示は次の通り。◎は虐待防止法あり，〇は関連法のなかになんらかの規定あり，△は刑法・民法などの
一般法のなかに特別規定，×は特別な規定なし，－はどちらにもあてはまらない場合。
※早期発見の判断基準は，明文化された積極的・能動的窓口がある場合に○，ない場合に×，どちらにもあてはまら
ない場合を－とする。
資料出所：『近親者からの虐待・暴力に対する法制度の課題─各国比較をふまえて─』科学研究基礎研究（B）（課題
番号21330014・研究代表者古橋エツ子）中間報告書を参考に作成。
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韓国 スウェーデン 中国 ドイツ フィンランド フランス
○ ○ × ○ ○ ○
児童虐待につい
ては，一般市民
に通報義務，職
務関係者と関係
諸機関に通報義
務が規定されて
いる。
児童虐待の通報
義務については
現在議会で法案
審議中。
女性／高齢者／
障害者の類型に
接近禁止令法に
おける一時的接
近禁止令が適用
されうる。児童
虐待に関する早
期発見規定はな
いが，自治体に
予防義務を課す
規定あり。
○ ○ × ○ ○ ○
入 所・ 里 親 委
託・保護受託者
委託
任意保護，強制
保護
職権保護・本人
の申請に基づく
保護
入所・里親委託 里親委託，施設委託
○ ○ × × ○ ○
保護命令後 6 ヶ
月を超えない期
間の面会・通信
の禁止
強制保護におけ
る面会・通信制
限，滞在場所の
秘置
入所・一時保護
における面会・
通信制限
検察官による判
断
○ × ○ × ○ ×
加害者更生プロ
グラム受講命令
指導しても態度
を改めない場合，
後見人の資格を
取消す
オープンケアの
一環としての保
護者の支援
面会制限，加害
者に対する指導
は家庭内暴力に
関する一般法で
ある特例法が規
定。
DV加害者に対
しては，全国的
にIDAPなどの
加害者更生プロ
グラムが実施さ
れている。
暴力保護法では，
加害者に住居明
け渡しを命じる
ことで被害者の
救済をはかる点
が特徴的である。
女性／高齢者／
障害者の類型に，
家族間接近禁止
令が適用され得
る。
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の養育責任を強化することを重視し，罰則のみで解決することは適切ではない
とする考え方に基づいている。
　⑵家族支援・個人の権利（子どもの権利など）・通告義務あり
　スウェーデン・フィンランドでは，家族への支援が積極的に行われる。同時
に，家庭内で虐待などにより子どもの権利が侵害されたり，養護に欠けたりし
た場合は，子どもの権利・保護を重視するため福祉行政が積極的に介入する。
したがって，通告義務が規定されている。
　⑶個人対象の保護・通告義務のあり／なし
　アメリカ・韓国・イギリスでは，児童虐待の事後的保護に重点がおかれてい
るため，その手続きが厳格に定められている。一方，家族に対する福祉的支援
には消極的であり，事後的な保護対応が中心である。児童虐待の加害者に対し
ては，主に刑事的対応をする。
Ⅳ　おわりに─児童虐待における法的課題─
　諸外国との比較をふまえてわが国の状況をみると，第 1 に，2004年の児童虐
待防止法改正により，初めて「児童虐待の予防及び早期発見」が法律上明文化
されたが，リスク発見，予防に対する法的な対応は遅れがちである。
　第 2 に，諸外国では成人年齢を18歳としており，児童虐待に関する規定の対
象児童も18歳と矛盾がないが，わが国の成人は20歳であるにもかかわらず，児
童福祉法および児童虐待防止法の対象者が18歳未満であるため，18歳・19歳で
の虐待に対する法的課題は重い。
　第 3 に，通告義務は明文化されているが，それを怠った場合の対応などがな
い点で，事後的発見による保護となる可能性が高く，虐待児を児童養護施設に
措置する際に親権との関連で困難な実情も存在する。
　第 4 に，「親子分離」と「家族の再統合」を児童相談所という同じ機関で行
うことの困難性も課題となっている点も指摘しておきたい。
　なお，わが国の子育て家族への支援が消極的であるため，虐待の大きな要因
となっている「育児不安」を支える父親の育児参加が必要である。とりわけ，
（ 4　）
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スウェーデンの父親の育児参加に関する実践例は有効な結果をもたらしている。
　 １ 　虐待予防・リスク発見の法的課題
　虐待予防やリスク発見に関しては，早期発見の努力義務を負う医師などが，
それを活用できる環境の整備が不十分なことが課題となっている。つまり，医
師などへの関係規定の周知が十分にできていないからである。また，2004年に
児童虐待防止法の改正によって市町村が児童虐待の第一義的な通告先となった
が，その体制整備もいまだ不十分である。
　2008年改正の児童福祉法によって，子育て支援事業などを介した虐待予防に
おける対象者の拡大，自発的にサービスを利用しない人への対応，機関連携の
整備などがされた。加えて，児童虐待防止法の改正による親や子どもへの援助
ならびに子どもの安全確認・確保の強化も図られており，とくに安全確認・確
保ができない場合には，裁判所の許可に基づく臨検，捜査などができる（第 9
条の 3 ）。しかし，虐待に関して親が出頭要求に応じない実態事例など，いま
だ課題は多く存在している（図表 3 参照）。
　また，被虐待児が施設に保護された後に虐待を受けるという問題は，19年前
から指摘されていた。児童福祉施設などに入所した児童に対する虐待防止は，
2008年の改正で児童福祉法に規定された（第33条の10）ので，今後の拡充が必
要となる。
　 ２ 　「18歳・19歳問題」を解決するための課題
　前述したように児童福祉法および児童虐待防止法における「児童」の年齢が
18歳未満であるため，20歳の成人までの18歳と19歳の 2 年間で生ずる被虐待児
への自立支援策が課題となる。すなわち，現行法では，すでに18歳未満で措置
されていた子どもの場合は18歳を超えても措置を延長できるが，措置をされて
いない18歳または19歳の子どもの場合は措置できないため，彼らへの保護およ
び自立支援を講ずることが法的に困難となっている。
　この点に関しては，社会保障審議会児童部会で議論し，検討されている。具
（ 5　）
（ 6　）
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体的には，18歳，19歳の「年長児の自立支援策の見直し」をするために，児童
自立生活援助事業である「自立援助ホーム」の利用を利用者からの申し込みに
応じて提供していこうと検討している。つまり，自立援助ホームの本来の機能
を発揮すべく，18歳から19歳の子どもを措置できるように見直しをするという
ことである。
　とくに，家庭内で性的虐待を受けた18歳，19歳の年長児の問題は深刻である。
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図表 ３ 　平成21年度において実施された出頭要求等について
注：数値は，平成21年 4 月 1 日～平成22年 3 月31日までの間に，都道府県，指定都市，児童
相談所設置市で実施した件数
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児童福祉法も，児童虐待防止法も，18未満が対象であるため，年長児は虐待支
援の対象からはずれている。したがって，年長児が虐待保護を行政に求めても，
まず「18歳・19歳の壁」が立ちはだかってしまう。シェルターは，一時避難場
所であるし，婦人相談所の一時保護所は戦後の売春婦を保護する施設であり，
現在では夫のＤＶから避難する女性が多く暮らす場所となっている。年長児の
虐待保護ケースは，法的には受け入れられず，しかも本来の担当ではないとし
て一時的な対応しかされない。
　こうした問題を解決するために，年長児を自立援助ホームで新規措置を行う
意義は大きい。だが，年長児を措置する自立援助ホームは，数が非常に少なく，
地域的にも偏りがあるため，適切な対応ができないという現実の問題がある。
そこで，具体的な解決方法として，このような保護ケースの場合には，児童相
談所長が要保護と判断したときに，現行の児童養護施設に18歳を超えていても
措置が可能となるような新たな枠組みへの検討が提言されている。
　 ３ 　親権の課題─子どもの意思と自立
　18歳・19歳問題を解決する糸口として世帯分離や生活保護受給などが考えら
れる。しかしながら，未成年であるためアパートや携帯電話の契約には親の同
意が必要となるなど，親権が壁となってくる。
　親から虐待を受けている場合，救済方法の一つとして生活保護を申請・受給
するためには，①まず家を出て緊急一時保護所，厚生施設，ホームレスの自立
支援施設などに落ち着いて，②居住設定をする（家族に現住所を知られないよう
に，住民票の登録は不必要），③その後，18歳以上であれば，申請に際して年齢
制限はないので生活保護を申請・受給することができる。
　なお，2010（平成22）年12月15日，虐待をする親の親権を「最長 2 年間停
止」できるようにする「児童虐待防止のための親権制度見直し要綱案」が法制
審議会の児童虐待防止関連親権制度部会でとりまとめられた。親権の一時的な
停止により，児童相談所や親族などが必要と判断したときに親子分離ができる
点で，親権喪失制度より機能的とされている。
（ 7　）
（ 8　）
170　（408）
　 ４ 　親子分離と家族の再統合
　児童虐待に対しては，親子分離と家族の再統合が重要となる。ただし，児童
相談所という同じ機関で相反する行為を行うことの困難性も課題となっている。
　こうした点を解決するために，各地で民間・ＮＰＯなどによる「子どもシェ
ルター」が設置され始めている。京都府・京都市でも，①親からの虐待を恐れ
て家に帰れない子ども，②引き取りを親が拒絶し，身寄りのない子ども，③年
長児のため，児童養護施設による保護対象外である18歳以上の子ども，④一時
保護所がいっぱいで入所できない子ども，⑤保護施設などでの共同生活になじ
めない子どもなど，子どもの自立を支援するシェルター計画の動きが進められ
ている。
　ただし，子どもシェルターは，その多くが企業や個人の寄付，財団の助成金
などで運営されているため，不況時の影響が避けられない。法的な裏付け，委
託管理などの方法もふくめて，このような活動に期待したい。
注
厚生労働省，2010年 7 月28日発表資料を参照。
社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会「子
ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第 6 次報告）」2010年 7 月を
参照。
とくに未遂を含む心中による児童虐待・死亡事例では，実母の「育児不安」が
28.6％と「うつ状態」の26.2％が高かった。一方，家族の経済状態では「市町村
民税課税世帯・年収500円未満」が42.1％と一番多い。前掲注 2 ）を参照。
子どもの虹情報研修センター『平成15年度研究報告書　ドイツ・フランスの児
童虐待制度視察報告書　Ⅰドイツ連邦共和国』2004年， 2 頁参照。
施設に保護された後に虐待を受けるという問題は，19年前から指摘されている。
倉岡小夜『和子 6 才いじめで死んだ─養護施設と子どもの人権─』ひとなる書房，
1999年。
以下，2008年 2 月 1 日に開催された第30回社会保障審議会児童部会の「児童福
祉法等の一部改正について」に関する議事録を参照。児童部会で紹介された事例
では，福祉担当者に「ネットカフェに行く手もあるし」と，暗にネットカフェ難
民になるように勧められたり，地元の警察に「両親のもとに帰りなさい」と通告
されたりしている。そのため，18歳の少女は，自ら家庭内での性的虐待被害を訴
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えるために決意をして行政の窓口に保護を求めたにもかかわらず，結局は虐待の
家庭に戻らざるを得なかった。
なお，虐待との関連ではないが，親の急死などで18未満の子どもが残された場
合には，生活保護法上の「一時的受給」が可能となる。ただし，児童世帯となり
世帯主が未成年という状況は長期的にはない。
朝日新聞2010（平成22）年12月16日（木）
【追記】本稿は，2010年12月16日の京都学園大学・法学会学術講演会「児童虐待に
おける法的課題─諸外国の比較をふまえて─」の内容を基にまとめたもので
ある。
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